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○委員長（井上宜久） 

再開いたします。 

午後２時４０分 

○委員長（井上宜久） 

ただいまから一般会計決算の総括の質疑に入ります。総括では、各部にまたがる

事項や各部に関連する事項、また、これまでの質問漏れなどについて質疑を行うこ

とといたします。広範囲にわたりますので、質疑を行う場合には、必ず決算書また

は決算事項別説明書のページ数を明示してください。 

それでは、質疑をどうぞ。 

高橋委員。 

○２番（高橋久志） 

総括の前に質問漏れで１点、お願いいたします。 

説明資料の３４、３５ページ、真ん中のところに福祉関係ですけれども福祉タク

シーの関係で事業が載っております。それで、件数も、この中では利用された方が

載っているわけでございます、６８名。町のほうで助成しております。福祉関係の

質問のときに重度障害者の関係でも触れましたけれども、いわゆる所得制限等がこ

の部門にも導入されているわけですけれども、所得制限以外の対象者はどのぐらい

おられたのか。やはり、こういった事業については、重度障害者と同じように福祉

の立場から所得制限並びに年齢制限というものは入れるべきではないというふうに、

ここでも感じているのですけれども、この件に関しても、再度で恐縮ですけれども、

お答えを願いたい。 

○委員長（井上宜久） 

福祉課長。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

質問にお答えをいたします。 

福祉タクシー利用につきましては、今年度においては説明書の中の６８名となっ

てございますけれども、２３年度においては１１６名でございました。先日、その

ほかのところでも申し上げましたが、ここで対象にされている方は基本的に重度障

害者ということで、障害的な対象者は数名の変更はございますけれども、今の１１

６名から６８名に減ったと。すなわち、その差のところの方々がいわゆる住民税非

課税ではないということで、対象者ではなくなったというような状況かと思います。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

高橋委員。 

○２番（高橋久志） 

それでは、総括的な観点から質問させていただきます。 

１６４ページ、１６５ページ、町の今年度末の基金の残高がそれぞれ示されてお
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ります。学校校舎基金等については、開成小の大規模改修で基金を活用したという

数値が出ていると思います。財政調整基金については１億円プラス利子を含めてこ

の金額、１億１４万６，０００円が計上されて、決算年度、平成２４年度末では６

億６，８６２万４，０００円という形。今年度の一般会計の決算の状況が示されて

おりまして、決算の関係では黒字、実質収支額１億９，３６１万８，０００円。前

年から比べれば、確かに、実質収支額については赤字だということが記載されてい

るところでございます。 

そこで、財政調整基金、こういったものの運用、活用というものを２４年度はし

っかりやるべきではなかったのかなというふうに感じておりますし、もう一つは、

基金のほうで今回、新たに公共施設整備基金、これは平成２４年度から１億円が計

上されている。そうすると、財政的に見た場合、２４年度、事業は完遂したわけで

すけれども、この辺の工夫が必要ではなかったのかどうか。決算を踏まえて、どの

ように受けとめているのかどうか。 

それとあわせまして、一方では町債を発行しております。臨時対策債を含めて。

この辺を、やはり借金ですので、これらの削減の努力というものが決算書には私か

ら言えば不十分な点があるのではないかなと。行財政運営についての総括的な質問

をさせていただきましたけれども、この辺の回答をお願いします。  

○委員長（井上宜久） 

財務課長。 

○財務課長（加藤順一） 

それでは、ただいまのご質問にお答えするに当たりまして、決算書の３１４ペー

ジをお開きいただければと思います。よろしゅうございましょうか。 

ただいまのご質問は、決算書、会計別決算収支の状況の一般会計の欄の単年度収

支が１億６，４００万円の赤字という部分が、まず１点ございました。それと、財

政調整基金の活用という部分もあったわけでございますけれども、この単年度収支

のマイナスと申しますのが、その前の実質収支、これが前年度に比べてマイナスだ

ったということでございまして、これは毎年毎年、たまたま歳入歳出の額が、歳入

より歳出が少ないというのは当然でございますが、どれだけ余ったのかと、それは

前年と比べてどうであったのかというお話でございますので、これは昨年度の決算

の説明のときにも申し上げているところではございますが、これ自体が、実質収支

がマイナスだと、これはもちろん問題外なのですが、単年度収支がマイナスであっ

ても、それは、その年度の予算を適正に、その年に収入されたものを適正に消化し

たという、ある意味では、そういうふうに捉えていただいたほうがよろしいのでは

ないかと思います。 

その下の財政調整基金、これが１億円入っているわけなのですけれども、この１

億円という部分は、いわば貯金でございますので、これを、この赤字のところから

差し引くということは考え方としてはあろうかと思います。貯金をしたのだよ、こ

れは決算で言いますと歳出のほうに入ってしまいますので、貯金したものまでマイ
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ナスということは、考え方としては必要ないのだろうと。 

さらに申しますと、ただいま議員のほうでお話しいただきました公共施設整備基

金、これをさらに１億円積んでいると。この１億円は、前年ではこの基金が存在し

ませんでしたので、１億円という部分が例えばそのまま余ったよというような決算

でありましたらば、これは当然に黒字になるわけでございます。町としては、単年

度の収支の中からのご指摘がございますが、極めて健全な財政運営をされたという

ふうに考えているところでございます。 

それから、町債の関係でございますが、臨時財政対策債を含めまして、年度に必

要な町民に向かってサービスをする、また必要な投資をするというのに時点時点で

タイムリーに事業を執行していくには、後年度の負担を皆さんに強いること、ある

意味、そういうことにはなるのですけれども、その時点で必要な投資をする、必要

なサービスを提供するということで、これが、明後日、ご説明いたします将来負担

比率等に大きな影響を与えるというのでしたら、また、そのときの経営状況として

考えなくてはいけないのですけれども、そういった状況ではございません。健全な

運営をされている中で適切に起債も起こしながら適切なサービスを提供すると、こ

ういうことで、総括的には適正な運用がされたと考えているところでございます。  

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

高橋委員。 

○２番（高橋久志） 

適切な運営でなくては困る面は当然ございますけれども、町民要求のさまざまな

ニーズ、こういったものを踏まえて、ただ単に将来を見越して財政調整基金を積み

立てればいいと。庁舎関係については、将来、いろいろな庁舎の関係があるという

ことでは理解をしますけれども、町民にとっては非常に、今、厳しい経済情勢を受

けて大変な状況がある中で、こうした予算の策定を見た段階で、町民要求にしっか

りと応えるような福祉的な要素を含めて施す必要があるのではないかという提言を

含めて質問している中身だというふうに理解してもらいたいと思います。  

そこで、もう１点、質問いたしますけれども、資料の９１ページをご覧いただき

たいと思います。指標の関係ですけれども、財政力指数は前年よりも、さらに非常

に落ちていると。０．８７４、２３年度は０．８９４という形ですから、これはな

かなか町税収入等を含めて思うようにいっていない、入ってこなかったということ

は承知をしているところです。私が心配する点は、７番目の起債残高でございます。

平成２４年度、５５億３，５００万円、単位は１００万円ですので、そういう数字

だと思います。平成２３年度が５２億５，１００万円。起債が増えるということは、

やはり危機感を持った形で行財政運営をしてもらいたいと。起債の要因は、南部地

区土地区画整理事業を初め、こういった開発に起債を町としては起こさざるを得な

い背景があるかと思うのですけれども、町民の見方からすれば、応分の町債を出し

ているのではないかなと。そこで、起債が増えている現状を踏まえて所見を聞かせ
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てください。 

○委員長（井上宜久） 

財務課長。 

○財務課長（加藤順一） 

先ほどのご質問にお答えしたのと一部重なるもので恐縮ではございますけれども、

まず５５億３，５００万円の起債残高ではございますが、解説欄に書いてございま

すとおり、うち臨時財政対策債が２５億強ということで起債残高の４５．６％を占

めると。これが交付税の代替として、本来、交付税として入るべきところが、かわ

りに臨財債の発行という形になってございます。これが、後年度について、交付税

の中で１００％措置されると。こういったものにつきましては、確かに、起債とい

ってしまえば借金という言葉で置きかえてしまいますと、何か負のような考え方も

するわけなのですけれども、先ほど議員さんが自らのご質問にあったとおり、その

時点時点で適切なサービスを提供する、適切な財政運営をするということで、これ

これが必要であろうという中で基準財政需要額が定まっている、その中に入ってい

るわけでございますので、それも限度額いっぱいまでやってはございませんけれど

も、そこら辺も踏まえた中で適切な起債管理をしていると考えてございます。 

また、重ねてなのですけれども、将来のためにタイムリーに事業を起こさなくて

はいけない、そのために必要な起債は、それこそタイムリーに起こしていく必要が

あろうかと思います。これを逆に起こさないで、事業はします、そうしますと、ほ

か町民サービスの部分でマイナスの影響が起きるということも考えられますので、

借金をして、それが適切な借金である、また将来にわたって返済について適切に管

理できるという範囲におきましては、必要な借金と考えているところでございます。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

高橋委員。 

○２番（高橋久志） 

２番、高橋です。 

臨時財政対策債、これは、かねてから言われておりますように交付税に関与して

くると。俗に言う、有利な借金というふうに言われている。厳しい財政状況の中で

臨時財政対策債を発行せざるを得ない、地方債を発行しなくてはいけない、そうい

う状況はあり得るというふうに私も理解をいたします。しかし、その辺をしっかり

行財政運営していかないといけないと、こう思っているところです。さて、臨時財

政対策債については地方交付税に対応されていると。これは、どこに原資として出

てくるのか、改めて、その辺を聞きたい。 

それと、平成２４年度末において臨時財政対策債、２３年度末では総合計で２２

億、今回３億５，０００万余ですから、私の計算では約２６億円ぐらい。さっき２

５億という話がありましたけれども、やはり膨大に続いている状況の臨時財政対策

債、ここにきちんとしたメスを入れる必要があるというふうに私は思うのですけれ
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ども、その辺の考え方。 

１点目は、先ほど言ったように有利な臨時財政対策債、これが町の財政として厳

しい財政状況を補填する借金なのだという一面は理解しますけれども、これが国の

動向によって本当に確実に地方交付に反映してくると信じがたいから、そういう点

を言っているので、その辺の見解も含めて聞かせてください。 

○委員長（井上宜久） 

財務課長。 

○財務課長（加藤順一） 

臨時財政対策債ですけれども、その原資とおっしゃられた部分がちょっとよくわ

からないのですけれども。これは、交付税のもとになりますのが、法定５税でした

っけ、その中から一定割合が地方の分だということで配分されるわけでございます。

ただ、地方公共団体の基準財政需要額総額が法定の中におさまらないという状況が

今、起きてございます。以前でしたら、それが、たしか、国がそこの部分を、足り

ない分を借金して、それを埋めていたという状況がございました。ですが、国もま

た借金の固まりになってしまいましたので、地方に配分するべき部分の借金は地方

で借金してくださいよと。そのかわり、その借金の返済については、やはり交付税

の中で措置されるよという形の中でございます。原資とおっしゃられる部分なので

すけれども、臨時財政対策債は、原資という部分はどういうものをお求めになって

いるかわかりませんけれども、そういった趣旨でのものでございまして、要は、日

本全国の中で基準財政収入額と需要額を総額を足し算と引き算してみたら足りない

よと、かといって地方公共団体は、その分、仕事するな、金を払わなくていいよと

いう話にはならないので、その分は借金で賄わなくてはいけないと。それを、国で

はなくて地方がそれぞれで借金しなさいと。そのかわり、借金した分は国が返しま

すよという状況でございます。ちょっとお答えになっているかどうか自信はないの

ですけれども、とりあえず、こういうことです。 

それで、これが将来にわたって国がちゃんと返してくれるのかよと。これが、ま

た、現状ではそういう制度になっているので、それを信じるしかないわけなのです

けれども、部単位でのご質問のときにもお示ししたかと思うのですが、決算書のほ

うの３３２ページ、ご覧いただきたいと思います。 

これ、以前したのと同じあれになってしまうのですけれども、普通交付税算出表

の基準財政需要額の表になってございまして、表の右肩の空白のある上のところに

臨時財政対策債振替相当額４億１７２万４，０００円、実際には３億５，０００万

円の発行でございましたが、これの中には、その上のほうに臨時財政対策債の需要

額という部分がございます。需要額算定の中に臨時財政対策債の償還分がございま

す。つまり、借金を返すために、また借金をしていると読めなくはございません。

そういった意味でいえば、議員のご心配されているのと同じように、借金を返すた

めに、また借金をするというような状況に、これは何も開成町だけの話ではござい

ませんが、日本全国の交付団体が陥っているわけでございますけれども、そういっ
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た意味でいえば、心配がないかというと、我々、地方公共団体側も、経費の節減に

努めていくということは、ある意味、考えなくてはいけない部分と考えております。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

菊川委員。 

○１番（菊川敬人） 

１番、菊川です。 

今の同僚議員の質問に関連します。平成２４年度の残高で臨財債が２５億２，５

８０万あります。起債残高も５５億３，５００万ということで、これは年々増え続

けてきているわけです。心配なのはこの部分で、増えてくる部分というのが非常に

気がかりな部分でありまして、先ほどの課長の答弁ではタイムリーに投資していく

というような感じでありました。タイムリーに投資していくのであれば、タイムリ

ーな回収も図らなくてはいけないかなと思います。伸び続けていく起債額を、どこ

かで一線を引くというか。タイムリーに投資したらタイムリーな回収を図って、そ

れで投資に対する効果が出てこなくてはいけないと思います。現状では伸び続けて

いるわけですが、その辺のところを今後、こういう形で、またずっと伸び続けてい

くことに対して、どういうふうな形で対処していくのかということが非常に気がか

りでありますので、その辺のお考えをお示し願いたいと思います。  

○委員長（井上宜久） 

財務課長。 

○財務課長（加藤順一） 

民間企業さんの投資は、それに対して当然にその分を回収せにゃならんというふ

うな発想になろうかと思いますが、公共団体の投資がイコール、その分の金額ベー

スで返ってくるというようなことを必ずしも期待するものではないかというふうに

は思います。それによって町民生活が便利になっているというようなことを踏まえ

て考えていただければ、この投資自体は、そのまま回収するという考え方とは、ま

た一線を画して考えていただければというふうに思います。 

ただ、そういった部分で、開成町が適切な投資をする、適切な環境を整えるとい

うことの中で、開成町に住みたいなというような人が増えていただく。例えば、南

部土地区画整理事業を行いました。そこには人がいずれ張りついてきまして、その

人たちがどんどん町民税を払っていただくと。そういうふうなほうに循環していけ

ばいいのかなというふうに思いますが、それを、投資額が幾らだから、その分、返

ってくるのはいつよというような計算をするというのは、また地方公共団体の考え

方としてはあり得ないのかなと私としては思います。 

ただ、一線を引くという部分で申しますと、これも最終日にご説明いたしますけ

れども、例の夕張事件等を考えまして、いろいろな起債とか借金の固まりになって

しまって返せる当てもなくなってしまったと。そこで、そういうことのないように

制限する基準の比率が用意されてございます。そこを見合いといたしまして、そこ
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には十分余裕のある、そこら辺のところを見据えながら、ここまでの借金なら、こ

の年度はしても大丈夫、そのかわり、この年度は抑えなくてはいけないというのを

見据えながら財政運営、それから起債の計画を立てていきたいと考えております。  

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

副町長。 

○副町長（小澤 均） 

借金の額が増えていくという状況は、一方では数字の中では出ているのですけれ

ども、決して、それぞれの年度ごとの中でじゃぶじゃぶに借金をしていこうと、そ

ういうふうなことでは一切ございません。財政の数字だけを見て行政運営をしてい

るわけではないわけで、それは事業に見合った形で必要な借金をしていくという観

点の中で当然、捉えなければいけないというふうに考えています。中・長期の財政

のそういうシミュレーションをしながら、今の実施計画の中で２５年度にどういう

ことをやって２６年度にどういう事業をやる、そのときの財源内訳としてどういう

起債をしていくのか、そういう細かいところまで積み上げた中でシミュレーション

をしています。それが異常に膨らむと、単年度の中で異常に膨らんでしまう、それ

が償還がいつから始まって償還額がどのくらいの額を占めてしまうのか、一般で使

える事業費そのものがどのくらい残るのか、そういうことを見ながらシミュレーシ

ョンをしているわけで、その辺について適切に判断しながら、その都度、必要な借

金をしているというふうにご理解いただきたいと思います。 

○委員長（井上宜久） 

菊川委員。 

○１番（菊川敬人） 

そこのところは、十分理解しておるつもりです。投資することは、イコール住民

サービスかなというふうなことも十分理解しておりますが、懸念する部分は、起債

が増えることに対して、その償還に当たる原資を何に求めるかなというところがち

ょっと気になる部分でありまして、臨財債等をそれに充てるということになれば、

また、そこの部分でも膨らみが出てくるかなというような懸念があるわけで、償還

の部分を何を原資としてこれから償還に充てていくのかという考えがあるのか、ち

ょっとお聞かせ願いたいと思います。 

○委員長（井上宜久） 

行政推進部長。 

○行政推進部長（石井 護） 

それでは、私からお答えさせていただきたいと思います。 

まず、整理をしたいのは交付税、分析が必要だと思います、議員がおっしゃられ

るとおり。そういう中で、分析をしていく中で、起債という部分、借金の部分を見

てみれば、これは５５億のうちの２５億が臨財債だと。臨財債とは何かというと、

そもそもの話ですけれども、本来ならば交付税として来るべきものが来ないで、借
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金で賄いなさいよと。ただ、その分は国が何とかしましょうよというような部分で

すけれども、整理をしたいのは、高橋委員が言われているのは、では、本当に来る

のかよと。これは、「来るでしょう」と言うしか。要は、何が言いたいかというと、

そういう仕組みの中でやるしかないということです。仕組みを逸脱して町が単独で

行うというのはなかなか難しい、財政運営は。 

特に、それをもっと具体的に言えば、例えば、株式会社ということであれば、こ

れは資金調達は何をするかというと、株式を発行して資金調達するわけではないで

すか。では、株価が下がったからといって、その差額分は株式会社は負債は負わな

いわけですよね、株式会社の場合。ところが、公共団体、水道会計もそうですけれ

ども、資金調達というのは、今の状況でいえば、やはり借金という部分も一つの資

金調達という方法で見なければできない仕組みになっているのです。 

その解決方法は何といったら、先ほど高橋委員が言ったように、これは財政力指

数が１．１以上いって、要は、不交付団体という部分にしていくのが一番望ましい

ですけれども、これは当然、開成町に限らず自主財源というのは、ほぼ全般的に言

えることですけれども、実際にはどんどん下がっていって、なかなか不交付団体と

いうのは全国でも数えるほどしかなくなってきているということを考えると、やは

り投資といっても、住民サービスも、もちろん一定の水準を確保しながら、さらに

は、言葉で言うならば、できるだけ自主財源を増やして交付団体から脱していくと

いうところを目指すのが基本的な姿勢ではないのかなと。 

その仕組みの中で、今、いろいろご説明しましたけれども、借金の割合という部

分もコントロールしながら考えて、先ほど副町長のほうもありましたけれども、た

だ、仕組みがそうだからといって、やたらめったら借金をするということではなく

て、その辺のコントロールをしながら、借金も一つの資金調達という手段として見

ながら、さらには不交付団体というものを目指して自立をしていくところに投資と

いう言葉を使っているというふうにご理解いただきたいと思います。 

○委員長（井上宜久） 

小林議長の発言を許可します。 

○１２番（小林哲雄） 

ありがとうございます。委員外委員、小林哲雄です。 

今回、総括ということでお話をさせていただきます。今回の決算認定につきまし

ては、府川町政で初めて編成した予算に対するものであります。私は、ここで、府

川町長に自己評価を含めた中で決算を迎えての感想を伺いたいと思います。お願い

します。 

○委員長（井上宜久） 

町長、お願いします。 

○町長（府川裕一） 

確かに、小林議長の言われるとおり、私、町長になって２年目で、この２４年度

の予算を初めて組ませていただいて、１年たって決算を見て、改めて、この１年間、
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２４年度の１年間というのは大変重要な年であったなと思い返しております。それ

は、やはり一番大きいのは総合計画をつくり上げることができたということで、こ

の２５年度から新しい計画がスタートしておりますので、そういった意味で、すご

く大事な１年であったし、また、結果的に、１年たってみて、庁舎の建設も１億円、

先ほどの財政基金でしたっけ、１億円の積み立てもできたということで、大変満足

のいった１年だと思っております。 

当初、予算編成するときに、やはりリーマンショックの影響もありまして、なか

なか収入が伸びないという予測の中で、第四次総合計画の継続した事業もやってい

かなくてはいけない中で、南部地区においては大型投資がまだ継続して残っており

ましたし、水害対策として調整池の築造工事も組んでおりました。さらに、開成小

学校の２年目の大規模改修という大型事業もありました。そうした中で、大きな事

業だけではなくて、それ以外、予算がそれほどかからなくてもできるソフトの部分、

特に、２４年度はいろいろな計画やいろいろな調査をしたことが、この２４年度、

決算を聞きながら思い返しておりました。 

一番は、今日ですか、ちょうど東日本から２年半たつ１１日ですけれども、原子

力発電の事故がいまだに収束せず、放射能漏れの水脈、地下水の問題、それから除

染がほとんど進んでいない、除染が終わっても、また数値が戻っているという状況

の中で、原子力発電に頼ったエネルギー政策というのは大変問題があったなと。開

成町、思い起こしてみれば、原子力反対、戦争の話ですけれども、平和都市宣言を

している町でもありますし、開成町の姿勢として、原子力発電に頼らない新しいエ

ネルギー政策を開成町としても町民の皆さんにきちんと姿勢を示していかなくては

いけない。そういう中で、エネルギーの推進計画というものをつくらせていただい

て、開成町に合ったのは何かという中で、開成町の水を生かした小水力発電と太陽

光を利用した発電、この二つを開成町においては進めていこうというような計画も

つくり上げることができました。 

また、総合計画の中で、これから人口が２万人まで１０年後に伸びていく予測の

中で総合計画を策定させていただきましたけれども、そういった中で開成町の今の

職員の現状、定数１１４の中で、産休、育休、また精神的な病気で休んでいる職員

を考えると、実態は１００人ちょっとで今、開成町を回しているのが実態。これか

ら人口が増えて事務事業がどんどん増えていく中で、今のままで本当に大丈夫なの

かという。これは、主観的な判断。今の開成町を含めて日本の状況を考えると、職

員を増やすということはなかなか言い出しにくい。では、どうしたらいいかという

ことで、業務量調査を昨年１年間。これは何かというと、客観的に第三者の目から

見て開成町の職員の業務量がどのぐらいあるのか、それを出してもらいたいという

意味も含めて業務量調査をさせていただきました。 

その結果として、やはり今の人数では足りないという報告も出された中で、判断

としては１１４人から平成３０年までに５年間かけて１２３人、９人増やすという

定数管理の計画を立てさせていただきました。これから、この５月から総合計画を
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いろいろ町民の皆さんにお話をさせていただいた中で、町民の皆さんを元気にして

いくためには、やはり、そのもととなる職員の人が元気で働いて町民サービスを提

供できるようにしていくためには必要な定数だと思って、こういう決断を、職員の

増、今の状況の中で大変厳しいのはわかっておりますけれども、させていただきま

した。職員の皆さんには、きちんと健康管理を含めて町民サービスができるように、

これから研修も含めて職員管理をやっていきたいと思っております。 

また、２年前の東日本大震災の関係で一番大きな問題だったのは津波でしたけれ

ども、開成町に当てはめたときには、近年のゲリラ豪雨を初め酒匂川を流れる水の

水害の危険性が出てきたということで、この辺については危機管理担当課長を設置

をし、また防災安全専門員も増員をし、防災計画の見直しの中で、水害に対して町

民の皆さんに、地震だけではなくて水害に対しても、どのような避難、判断をこれ

からしていかなければいけないか。また、特に、命にかかわる安全な情報伝達とい

うことで防災無線がありますけれども、その不備な点を直していかなくてはいけな

いということで、テレビによる文字情報、２４年度においてはテレフォンサービス

という形で、電話をかけていただければ防災無線の内容がきちんと聞けると、その

ような整備もさせていただいております。 

やはり、何といっても２４年度で一番大きなのは、防災計画も含めて総合計画を

策定できたということだと思っています。総合計画策定については、あじさいの町

開成自治基本条例の中で、今、国では総合計画を策定しなくてもよくなっておりま

すけれども、まちづくり基本条例の中できちんと総合計画を策定し、また、策定す

るに当たっては、町民の皆さんのきちんとご意見を聞いたり、それを議論してつく

り上げていくという。開成町の最上位の憲法だと私は思っていますので、それに沿

って、２年かかっておりますけれども、総合計画。２４年度に策定する前段として

公募によるワークショップという形で１年間、開成町のいいところ、悪いところ、

また、これからどのようなものが必要かを含めて検討していただいた結果として提

言書をいただきました。それを、今回、採用をさせていただいている。将来像だけ

の採用ということではなくて、いろいろな提言をさせていただいておりますので、

それを総合計画の中にどうやって入れ込んでいくか。 

それは、この２４年度の１年間かけて、職員がそれぞれの専門分野の中で、開成

町の明るい未来に向けて「人と自然が輝くまち、開成」、これを今度は具体的にや

っていくために町職員が一丸となって、それぞれいろいろな事業を盛り込んでつく

り上げている。その中で、町長の公約としてマニフェストの中においても、防災、

教育、新エネルギー、それを盛り込んでつくらせていただいたと。それをつくると

きにも、各地区に出て、まちづくり町民集会という形で、素案の段階で町民の皆さ

んに総合計画をお示しして、またご意見をいただいて、また練り直してという形で、

最終的に総合計画ができ上がったと。これが２４年度一番の成果だと思っています。 

その成果を今度は生かしていかなくてはいけないということで、この５月から、

また、まちづくり集会においてお話をさせていただきました。そのときに、開成町
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の明るい未来の将来像に向かって進んでいくときに一番必要なのは、開成町の一番

基本というのは町民主役という形です。先ほどのあじさいの町自治基本条例の中で

も、町民と行政と議会の役割分担、責務、権利が入っております。我々は自分たち

だけでできるわけではなくて、議会の皆さんと両輪となって町民の皆さんの幸せの

ために事業をやっていくという中で、また、それだけでもなかなか難しいことだと

思っていますので。 

町民の皆さんと協力して一緒に町民の皆さんも住みやすいまちづくりをつくって

ほしいという中で、この５月はまちづくり集会の中でスローガンを掲げさせていた

だきました。それは、「日本一元気な開成町」をつくっていこうと。そのためには、

やはり皆さん方のいろいろなご協力が必要だということ。「元気」だけではなくて

「健康」と「きれい」も含めましたけれども、やはり根本は、開成町の人口が伸び

て、駅前の周辺が整備されて、北部がまた整備されると。それだけではないのです。

開成町に住む町民の皆さん一人一人が元気になってもらうために、我々は仕事をし

ているわけです。人の元気を最大限生かすためには、やはり町民の皆さんと一緒に

なってつくっていかなくてはいけないと。 

そのような形で進めさせていただいております。その根本が総合計画ということ

で、つくることができたということが私の最大限の、今回、平成２４年度、厳しい

財政の中でも基金もできたし、総合計画というソフトの部分においてでき上がった

ということは大変いい１年だったなと、振り返ってみて思っているのが今日です。 

先ほど、追加になりますけれども、高橋議員が資料の９０、９１ページの中で５

５億という借金の額の話が出ていました。これ毎年見てみますと、１９年度は３４

億だったのが今は５５億、確かに数字的に見ると多いと思います。でも、その隣も

前のページを見ていただいて、起債制限比率、実質公債費比率、こちらを見ていた

だくとわかるのですけれども、全体の中で比率的に見れば開成町の財政の中で問題

のない健全な財政であると私は認識しております。借金を延々に増やしていいとい

う話ではありませんけれども、そういうきちんと財政全体を見た中で借金をさせて

いただいて事業をしているという中で、ぜひ判断をしていただきたいと思っており

ますので。先ほどの山田議員の前のときの話ではありませんけれども、いろいろな

事前に議会の皆さんに相談をしながら、これからも開成町の町民のために進めてい

きたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

議長、発言、オーケーです。 

○１２番（小林哲雄） 

小林です。 

まことにわかりやすいお話、ありがとうございました。今後も、この気持ちを行

政運営に当たっては続けていっていただきたいと思います。期待しております。 

終わります。 
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○委員長（井上宜久） 

菊川委員。 

○１番（菊川敬人） 

今の町長のお話を聞いていまして、総体的なまちづくりに関するお話だったかな

と思います。２４年度の決算に関する総体的な話として私が気になるのは自主財源

と依存財源の比率の部分でありまして、自主財源もそうですが、依存財源をいかに

抑えていくかということが要かなと思います。２５年度に向け、あるいは２６年度

に向けて、この部分をどういうふうにするかということの目標をある程度掲げなが

ら進めていかなければ、なかなか実現もできないかなと思います。 

２４年度の決算書に関しては、それぞれ担当課が苦慮されて実施されているなと

いうことは、決算書を見ればよくわかります。どうか先を見て、交付団体、不交付

団体とあるのですが、不交付団体が望ましいのですが、この辺の依存財源の減少に

向けた考えを町長がお持ちであれば、少しお話を聞かせていただきたいと思います。 

○委員長（井上宜久） 

町長。 

○町長（府川裕一） 

やはり理想は不交付団体、過去、開成町は、そういうふうに来ていますので、こ

れからもそれを目指していくことは大事なことだと思っていますけれども、これか

ら、今、積極的に投資しているのは南部地区に対して、やはり定住人口を増やして、

それは固定資産税を含めて税収確保のための投資だと思っています。それを、これ

から、いかに早く今度は回収していくか。回収していくというのは、早く、そこに

住んでもらう人たちを呼び込まなくてはいけないということもあります。  

もう一つは、法人企業税が落ち込んでいるというのが一番大きいので、そういう

意味も含めて、先進研究所の周りに２ヘクタールありますので、この辺の工場誘致

も、できるだけ優良企業を誘致できるような形で、これから積極的にやっていきた

いし、この条例の中で今回の中でも企業誘致のための優遇策を提案させていただい

ておりますので、そういうものを含めて、県のほうの情報も含めて、法人税のアッ

プに対して、その両方をやっていかなくてはいけないと思っております。  

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

山田委員。 

○８番（山田貴弘） 

８番、山田貴弘です。 

総括というか町長の答弁が続いたというところなのですけれども、答弁を聞いて

いる中で、行財政運営をしていくためには最小の経費で最大の効果を上げるという

のが一番重要ではないのかなという。その中で、町長答弁の中で触れられた安全と

いう部分、我々は警察の部分では権限が発していないという部分で、どちらかとい

うと消防の部分、どう火災から財産を守っていくかというところが我々の使命の中
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では大変重要なのかなという。 

今回、決算書の中で、常備消防費として２億２，３７３万円と計上されておりま

す。その中には、平成２４年３月３１日から小田原消防ということで、委託という

形で、実質、足柄消防組合が解散したというところで、そこにある財産等を含めた

中で小田原消防のほうに移管がされております。そのような中で、この場で、現状

で起きている部分、消防長の更迭等、新聞紙面が騒いでいる中で、住民が不安にな

ってはいけないという部分が第一原則の中でありますので、そこら辺の部分で、こ

の２４年の総括として言うものなのか、そこら辺の委託されている部分で、そこら

辺の足柄消防の財産的な問題を移管している部分が２４年に行われているので、２

４年度の中で、よかれと思って、今以上によくなるという期待の中で判断はされた

と思うのですが、そこら辺の経過的なものを、町民の安全という部分で小田原消防

に対しての委託に対して何か答弁があれば、よろしくお願いします。 

○委員長（井上宜久） 

町長。 

○町長（府川裕一） 

小田原消防に対して、今、新聞をにぎわせている部分がありますけれども、つい

この間の９月１日の防災訓練においても、はしご車をパレットガーデンのほうに、

足柄消防、持ってきていただいたり、中家村では起震車という形で、現実的には具

体的に小田原消防に移っても、さらに今まで以上の協力の中で防災訓練をさせてい

ただくことができました。 

また、いろいろな事務委託という形で、小田原消防の今回の問題もありますけれ

ども、そこに対して人事の件についての口出しはできる問題ではありませんけれど

も、いろいろな協議会の中で、組長と議長も含んだ協議会というのがありますので、

そういった中で、そういうふうなこの間のいろいろな事件について説明を求めるこ

とはさせていただいて、また、私、たまたま欠席をしてしまいましたけれども、そ

のようなことで開かせていただいて、言うべきことはきちんと。足柄消防の南も含

めて、協働の中で意見をきちんと小田原市に伝えて、そういう協議の場で情報を得

て、また意見を返すという形の仕組みにはなっておりますので、今後とも、いろい

ろな問題が。ちょうど一つになった中でのいろいろなトラブルだと私は認識してお

りますけれども、これが落ちついてくれば人事の面も含めて、いいほうに行くと確

信をしていますので、そういった中で、また情報が来れば皆さん方にもきちんと流

していきたいと思っております。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

町長の１年間の運営の総括が出されたということで、総括質疑のまとめが出され

たような気がしたのですけれども、まだまだ質問漏れ等がありましたら、あと何点

か出してもらっても時間的にもありますので結構ですので、どなたか、ありました

ら出していただきたいと思いますけれども。 
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山田委員。 

○８番（山田貴弘） 

８番、山田貴弘です。 

時間があるということで。総体的な部分になってしまうかもしれないですけれど

も、我々がいろいろな議論をしている中での話題という、町民が主役ということで

情報公開という部分の中では、情報発信をどういうふうにしていくかという部分に

なると、今回の決算の中では１９ページの自治活のほうなのですが、町民カレンダ

ー広告掲載料ということで、これの印刷費が９０万かかるものを資源として３６万、

４０％もの収入を得ながら発行ができたという、２４年度は大変評価する一面もあ

れば、広報紙、ホームページ等に対しては、ちょっとまだ広告掲載料というのが少

ないなという感じはしているので、もうちょっと、ここの部分では努力をされたい

というところは総体を見る中では感じております。 

しかしながら、総体の経費を削減するために広告掲載料が入ったから、それでオ

ーケーということで、町民に対する発信を現状維持では困りますので、そこの４０％

の資源を得たのであれば、それをどう生かしていくかというところに転換していか

ないと、これは、もう、何でも、もらったもので運営していくのだという運営の仕

方になりますので、ぜひ、そこら辺は、入ったものに対する還元というものを町民

にわかるような形で。最小の経費で最大の効果を上げるような運営をしていっても

らいたいというところが、決算書の中で全体の中を見た中で感じましたので、そこ

ら辺の今後の計画等、どのようにそこら辺の資源を反映していくのか。情報の公開

という部分でいろいろな伝え方があるとは思いますが、そこら辺をどう活用してい

くのか、絡めた中で報告をお願いします。 

○委員長（井上宜久） 

町民サービス部長。 

○町民サービス部長（山本 靖） 

それでは、山田委員の質問にお答えします。 

２４年度の決算で町民カレンダーの関係、広告を入れたことによって４０％の収

入を確保したということを、お褒めいただきありがとうございます。決算のベース

はそういった形でできて、山田委員がおっしゃるように、広報紙のほうはなかなか

広告の申し出が少なくて埋まり切っていないという部分はありますけれども、そう

いった部分は、ただ単に公費だけを投入するのではなくて、そういった民間の収入

も得た中で町の財源を確保していきたいということで。 

町民カレンダーについては、かなりでき上がって、形もよくて見やすいという評

判ですので、なかなか、そこに投資してやるということは難しいと思いますけれど

も、実際には、この決算書には載ってきていませんけれども、暮らしのガイド、町

民便利帳、あれについては、昔は町費で全部作成していたのですが、今回は広告収

入を得た中で町が一銭もかけずに全町民に配ることができた。広告がかなり入って

いますけれども、基本的には町の行政のやっていることを町民に伝えることができ
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たということで、それも決算書にはありませんが、そういった形では一歩前進した

形のものができたのかなと。 

今後、広報紙とか、そういう部分、決算とはちょっと外れてしまうのですけれど

も、今年度については、広報そのものをもう少し見てもらえるように、広報企画会

議というものを庁内会議の中で組み立てて町民によりよく見せられるようにしてい

くとか、あと、来年度に向けてはホームページもリニューアルしていきたいという

ことで、そういった部分の情報発信はしていきたいと、今現在、動いているところ

です。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

山田委員。 

○８番（山田貴弘） 

８番、山田貴弘です。 

ぜひ、そういう部分では、情報発信の部分には予算を投入してもらって、やはり

開かれた町政運営をしていってもらいたいと思います。 

それと、つけ足しなのですけれども、決算書では５２ページの部分で、まちづく

り情報特派員関係として計上がされております。そこら辺の関係、成果というもの

がなかなか決算報告の中でも公表されない。という部分では、この場でやればいい

のか、全協の中で、どういうような広報紙に対して指摘があり、要望が町民から出

ているのかという部分を含めた中で、もう少し取り入れた中で展開されたらいいの

かなというのを感じておりますので、ぜひ、ここら辺の情報特派員を交えた中でや

っていってもらいたいなというふうにお願いします。 

○委員長（井上宜久） 

小林委員。 

○１０番（小林秀樹） 

１０番、小林秀樹です。 

説明書２４ページ、職員研修に関連して、６７万６，０００円の出費があって、

これは日常の職員の研修費用として当然必要なことだし、その効果も、２７１名が

出ているので、あろうかと思います。私の質問したいのは、直接、この決算書には

表記がないのですけれども、職員の人事交流あるいは派遣についてです。現在でも

３名の方が県、国あるいは他町へ交流をされているわけです。それで、この２４年

度だけでなくて、過去を含めまして、希望としてというか、こういう交流があって、

その効果、成果というのが、どういう形で町政にあらわれているか。なかなかすぐ

にはあらわれないと思うのですが、過去の積み重ねで、そういうものの評価みたい

なことをされてきたのかどうか。 

それと、先ほど町長もおっしゃられたように、定員マイナス１０％ぐらいの人数

でぎりぎりのことをやられていると。非常に効率のいい、逆に言うと、仕事がされ

ているのかなと思うのですが、こういった人事交流、派遣での成果が一層、これか
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らの町政の運営には必要ではないかと、貢献するのではないかと思うのですが、一

つでも二つでも、そういった効果がこういうことにあらわれているよというのが過

去を含めてありましたら、２４年度だけの質問ではないかと思うのですが、お聞か

せいただけたらと思います。 

と同時に、行政関係の交流だけでなくて、過去にも一時あったように記憶するの

ですが、民間会社への派遣あるいは交流というのを、今は行われていないようなの

ですが、必要ではないかなと考えますが、その点でのお考えを伺いたいと思います。  

○委員長（井上宜久） 

質問の趣旨とちょっと外れるところもありますけれども、幅広い形での答弁をお

願いしたいと思います。 

総務課長。 

○総務課長（小宮好徳） 

それでは、お答えさせていただきたいと思います。 

まず最初の人事交流なのですけれども、今年度、行っているのが神奈川県、あと

は足柄上郡５町で交流というところで今、行っております。昨年度から始まってい

るのですけれども、足柄上郡の中で、同じ町内でずっと仕事をしているとなかなか

見えないところがございますので、新しいものを見つけてくるというところで、５

町で交換ということで、今後も継続するのですけれども、やっているところでござ

います。あと、文部科学省に職員派遣ということで行っているところでございます。  

効果というところでございますけれども、基本的には、小さな町の中で職員が働

いていますと、どうしても新しいものが見えないという、そういう点がございます。

他町でも行きますと、こういうことをやっていた、開成町にもこういうものを取り

入れたほうがいいのではないかということが見えてくることもございます。また、

新しい仕事の仕方、現在、町でやっている開成町の仕事の仕方、ほかの町ではこう

いうことをしている、県ではこういうやり方をしている、その辺の新しい仕事のや

り方、そういうのは学んでこれると思ってございます。 

あと、民間の派遣というお話ですけれども、以前、派遣というよりも研修という

ことで民間に研修をさせていただいた経緯はございます。２４年度、うちの研修と

しまして介護施設の研修を行いました。介護施設、民間でございますけれども、介

護施設のほうで町の職員も現場に出て見たほうがいいというところで、福祉関係の

現場を見て感じるところがあったものなのでございますけれども、そのような派遣、

ものはないのですけれども、研修という形でやっているのが現状でございます。  

以上でございます。 

○委員長（井上宜久） 

菊川委員。 

○１番（菊川敬人） 

１番、菊川です。 

７７ページの上段に、社会福祉協議会補助金があります。３，５４６万１，００
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０円となっております。これは委託方式になって、２３年度より補助金が上がって

いると思うのですが、社協の利用率を鑑み、この補助金のアップ分の補助額に対す

る検証等を何かされているかどうか。もし、利用率に対する補助額がマッチしてい

るか、それとも不足しているかということを検証された経緯があれば、お聞かせく

ださい。 

○委員長（井上宜久） 

福祉課長。 

○福祉課長（遠藤伸一） 

お答えをいたします。 

福祉会館の管理費の中等で指定管理の補助もしておりますけれども、社会福祉協

議会への人件費の補助の関係も補助金としてはございます。そういう中で、まず人

件費の補助でございますけれども、それにつきましては、例えば、社協の独自事業

である介護保険の事業、あるいは今、指定管理の事業については別の委託料でいっ

ていますから、そこら辺を除去した中での職員に対しての人件費補助という部分を

しております。福祉会館の利用率という部分で、例えば、福祉会館の利用率と比例

をさせるものでは、それはないかなと思ってございますけれども、強いて人件費の

ことを言えば、いわゆる地域福祉ということを町と社会福祉協議会で両輪でやって

いるというような部分での反映かというふうに思います。 

それと、福祉会館の利用率で関連をしていくならば、指定管理の利用額の減免補

填というところが、そういう利用率とリンクをしているということになろうかと思

います。 

それで、もっと社会福祉協議会、全体的な立場でお話をさせてもらったときには、

今の検証という部分かと思いますけれども、当然、監査とか、あるいは予算をつく

る際においても、まず査定をして、当初予算を議会にかけて、それの執行について、

どうだったかというようなことは福祉課において中身を監視させていただいている

と。それの一つの機関としては、行政・社協の連絡会等を年に３、４回開いて決算

状況等についてもメスを入れている、あるいは社協の運営状況についても意見交換

をして進めているというような状況がございます。あと、もう１点言えば、監査に

おいては、行政援助団体ということで監査に入れて行っているということで。  

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

副町長。 

○副町長（小澤 均） 

町社協に対する補助金の関係の検証というご質問なのですけれども、私も個人的

には、以前から、社協が創設をされてから現在に至るまでの中で、半ば自動的に補

助金を出しているといったことの意味合いみたいなところ。やはり高齢化が進んで

いく中で、地域福祉をさらに充実していくという課題がすごく出てくるわけですか

ら、町は福祉課がそういった福祉の関係、住民に対する取り組みを進めている、一
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方では社協が法人格を所有して地域福祉の充実に寄与しているといったことの取り

組みを、できるだけ連携を図りながら、両輪でサービスを提供していくためにはど

ういうふうにすべきかということを再三、行政と社協との連絡調整会議の中でも会

長さん等に申し上げています。 

実態とすれば、その辺が町民の方の目に見えるような地域福祉の充実というとこ

ろに至っていないのかなというふうな個人的な捉え方もしていまして。２４年度の

決算の取り組みとはちょっと別なのですけれども、今年度になって庁内の中で社協

に対する補助金の検証の委員会を内部組織として立ち上げまして、財政面を含めて、

今後、それをどういうふうに取り扱っていくのかと。できれば、次年度予算の中で、

その辺の適切な見直しを図っていければというふうには考えています。  

行政と社協との連絡調整会議の中で申し上げているのは、補助に見合った事業を

社協さんが実施されているのかどうか、それから住民福祉の向上にそれらがつなが

っているのかどうか。それから、今、申し上げたとおり、これからのそういうニー

ズに行政と一体となって取り組みをしていくための連携が上手に図られているかど

うか、そういったことのところに目線を置きながら補助金そのものを再検証してい

く必要があるのかなというふうに思います。 

法人格を有しているわけですから、社協の会員さん、これは自治会長会議等を通

じた中でも加入の勧奨等を行っているというのが実態でありますけれども、自治会

の加入率は大体８０％なのですけれども、社協さんへの会員の加入率は６５％ぐら

いです。せめて自治会の加入率に合わせるような率合いの中で社協さんに会員募集

に動いていただく、それを原資にしながら社協の活動に生かしていただく、そうい

う意識の改革をしながら取り組みを進めていっていただきたいというふうには再三、

申し上げています。これを、補助金を切るということだけではなくて、先ほど申し

上げたように、行政と社協が両輪になって地域福祉の向上に努めていくために、ど

ういうふうにそれぞれがしていったらいいのかという議論をさらに高めて形にして

いきたいと考えています。 

以上です。 

○委員長（井上宜久） 

菊川委員。 

○１番（菊川敬人） 

私の懸念している部分が今、副町長の答弁の中で全て入っていましたので、理解

できました。 

○委員長（井上宜久） 

ここで総括を終了していいですか。まだ意見を述べたい方はおられますか。  

（「なし」という者多数） 

○委員長（井上宜久） 

ないようですので、以上で総括質疑を終了しました。 

以上で本日の日程は終了いたしました。明日は特別会計等の質疑を行い、その後、
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委員会討議から委員会としての採決を予定しています。 

本日の決算特別委員会は、これにて散会いたします。大変ご苦労さまでした。  

                    午後３時４８分 散会 

 

 


